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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月

売上高 （千円） 2,904,980 3,006,008 2,270,336 1,984,117 1,786,742

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） 40,344 △106,680 △13,448 △218,475 36,360

当期純利益又は当期純損
失（△）

（千円） 23,344 △176,150 △70,177 △267,008 32,530

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 848,800 848,800 848,800 848,800 848,800

発行済株式総数 （株） 1,518,000 1,518,000 1,518,000 1,518,000 1,518,000

純資産額 （千円） 1,642,238 1,451,246 1,381,068 1,114,059 1,146,590

総資産額 （千円） 14,733,052 13,835,095 11,916,266 11,028,297 10,565,664

１株当たり純資産額 （円） 1,108.09 979.27 931.92 751.75 773.70

１株当たり配当額
（円）

10 － － － －

（うち１株当たり中間配
当額）

（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金
額又は１株当たり当期純
損失金額（△）

（円） 15.75 △118.86 △47.35 △180.17 21.95

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 11.1 10.5 11.6 10.1 10.9

自己資本利益率 （％） 1.4 △12.1 △5.1 △21.4 2.9

株価収益率 （倍） 22.29 － － － 20.31

配当性向 （％） 63.5 － － － －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 1,885,135 365,944 561,789 567,063 481,852

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △5,836,301 △237,155 824,717 △7,954 △9,403

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 3,762,862 △538,578 △1,399,888 △615,621 △533,719

現金及び現金同等物の期
末残高

（千円） 599,386 189,596 176,214 119,702 58,431

従業員数
（人）

7 6 6 6 6

(外、平均臨時雇用者数) (－) (－) (－) (－) (－)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第39期及び第43期は、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。また、第40期、第41期及び第42期は、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．第40期、第41期及び第42期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため記載をし

ておりません。
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２【沿革】

当社の前身企業は、昭和47年９月鋳造物の販売を目的に設立された前川産業株式会社であります。その後、前川電

気鋳鋼所の子会社を経て、平成10年９月に株式会社ゲオホールディングス（平成23年11月１日付で株式会社ゲオから

商号変更）の100％子会社（株式会社ゲオ企画）となりました。そして、平成17年４月に株式会社ゲオアクティブの

不動産部門を当社へ営業移管したことにより現在の不動産事業を開始しております。

 

年　月 事　　　　　項

（営業移管前）

平成14年10月

 

株式会社ゲオホールディングス　社長室不動産事業部において不動産事業を開始

愛知県名古屋市にて分譲マンション３物件のマネジメントを開始

平成15年４月 愛知県名古屋市にて新築マンションの企画販売マネジメントを開始

平成15年８月 石川県金沢市・富山県富山市にて分譲マンションのリセール事業を開始

平成15年９月 不動産事業を株式会社ゲオエステート（現株式会社ゲオアクティブ）に営業移管

平成16年２月 宮城県仙台市にて分譲マンションのリセール事業を開始

平成17年４月 株式会社ゲオエステートから株式会社ゲオアクティブに商号変更

同時に不動産事業を株式会社ゲオ企画へ営業移管

（営業移管後）

平成17年１月

 

株式会社ゲオ企画において不動産事業を開始すべく、定款の目的を変更

同時に本店を愛知県名古屋市千種区に移転

平成17年４月 株式会社ゲオ企画から株式会社ゲオエステートに商号変更

株式会社ゲオアクティブの不動産事業を移管し事業を開始

宅地建物取引業者の愛知県知事免許を取得（愛知県知事登録(１)第20216号）

平成17年４月 千葉県千葉市にて分譲マンションのリセール事業を開始

平成17年10月 大阪府大阪市にて分譲マンションのデベロップメント事業（共同開発）を開始

平成17年11月 北海道札幌市にて分譲マンションのデベロップメント事業を開始

平成18年３月 三重県いなべ市にて宅地開発のデベロップメント事業を開始

平成18年11月 熊本県熊本市にて開発型特別目的会社（ＳＰＣ）による商業施設デベロップメント事業（共同開発）

を開始

平成19年５月 東京都港区にてインベストメント事業を開始

平成20年３月 名古屋証券取引所セントレックスに株式を上場（証券コード番号3260）

平成20年10月 宅地建物取引業者の国土交通大臣免許を取得（国土交通大臣（１）第7782号）

神奈川県横浜市中区に横浜オフィスを開設

平成22年10月 神奈川県横浜市にてストック事業を開始

平成23年２月 株式会社ゲオホールディングスが保有する当社株式の一部をストーク株式会社に譲渡

平成23年３月 株式会社ゲオホールディングスが保有する当社株式の一部を株式会社みらいアセットパートナーズに

譲渡し、当社は株式会社ゲオホールディングスの子会社より離脱

平成24年８月 株式会社ゲオエステートから株会社エスポアに商号変更

平成25年12月 本店を愛知県名古屋市千種区から愛知県名古屋市緑区に移転
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３【事業の内容】

当社は、不動産のコーディネート＆マネジメントに特化した企画開発・販売事業を行っております。

　具体的には、提携先や取引先等より入手する不動産情報を精査し、不動産価値の最大化を図るための企画立案、事

業収支計画及びリスク分析を行ったうえで事業収益の見込める開発用地や物件を購入し、事業化を進めております。

また、事業の遂行に必要な設計、施工、販売などの業務を外部の信頼ある企業へ委託する方法をとっており、当社は

事業遂行に適したパートナーの選定をはじめとする事業スキームのコーディネート、ならびに円滑な事業遂行を図る

ためのマネジメント業務が主体となります。このように事業のコーディネート＆マネジメント業務に特化することに

より、経営の効率化を図るとともに市場のニーズに合致した商品提供を可能にしております。

　当社の事業セグメントは、「開発・販売事業」及び「賃貸・管理事業」に区分され、その内容は以下のとおりであ

ります。

(1) 開発・販売事業

開発・販売事業は、当社において潜在価値を引き出すことが可能な用地を取得し、物件毎に地域特性や立地環境に

最適な企画を付加し、分譲マンションや商業施設の開発または宅地開発を行う「デベロップメント事業」と他のデベ

ロッパーが開発した物件を１棟または区分所有で購入し、これを効率的・効果的な販売手法をもって再販する「リ

セール事業」があります。

 

上記の「デベロップメント事業」及び「リセール事業」における基本の事業系統図は以下のとおりです。

≪デベロップメント事業の系統図≫

≪リセール事業の系統図≫
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(2) 賃貸・管理事業

　賃貸・管理事業は、当社が所有する土地や建物等を第三者に貸し付ける賃貸事業であります。また、商業施設にお

いては、不動産の賃貸だけでなく運営管理を行う場合もあります。

　≪ストック事業の系統図≫

　　（用語解説）

　　　ＢＭ（ビルメンテナンス）

　　　　　建物のあらゆる機能を維持保全し、十分な成果を得るために行われる管理行為。

　　　ＰＭ（プロパティマネジメント）

　　　　　建物所有者等からの委託を受け、個別不動産の経営代行業務を行うなど、その不動産から得る収益と不動

産価値の最大化を図るもの。
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４【関係会社の状況】

 平成27年２月28日現在
 

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
被所有割合

(％)
関係内容

（その他の関係会社）      

ストーク株式会社 大阪市中央区 40,000 コンサルティング業 33.1
 資金の借入

 役員の兼任１名

一般社団法人都市再生支

援機構
東京都千代田区 100 金銭債権買取等 31.0 　―

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年２月28日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

6 47.6 9.7 8,400

 

セグメントの名称 従業員数（人）

　開発・販売事業及び賃貸・管理事業 4

　全社（共通） 2

合計 6

　（注）従業員数は、就業人員であります。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和策等が奏功し、景気は一定の

回復基調をもって推移いたしましたが、一方で円安による原材料価格の上昇や消費増税に伴い、個人消費は浮揚力

に欠ける状況が続いております。

不動産業界におきましては、大都市圏における地価上昇や賃貸市場におけるオフィスや商業施設の空室率の改

善傾向が見られ、不動産取引は総じて回復基調をもって推移いたしました。

　このような状況のもと、当社は開発・販売事業として宅地及び戸建の販売に注力するとともに、賃貸・管理事業

として商業施設等の賃貸及び運営管理を行い安定収益を確保してまいりました。

　この結果、当事業年度の業績は、売上高1,786,742千円（前事業年度比9.9％減）、営業利益192,459千円（前事

業年度は営業損失49,042千円）、経常利益36,360千円（前事業年度は経常損失218,475千円）、当期純利益32,530

千円（前事業年度は当期純損失267,008千円）となりました。

 

　セグメント別実績は、次のとおりとなります。

①　開発・販売事業

　開発・販売事業は、神奈川県横須賀市（１物件）及び愛知県名古屋市（１物件）の販売活動を行い、合計７区

画を引渡し、売上高は278,554千円（前事業年度比39.6％減）、セグメント利益は624千円（前事業年度はセグメ

ント損失223,644千円）となりました。

②　賃貸・管理事業

　賃貸・管理事業は、北海道内（３物件）、神奈川県横浜市（１物件）及び石川県河北郡（１物件）の商業施

設、ならびに秋田県秋田市（１物件）の土地など、合計６物件の賃貸・管理を行い、売上高1,508,188千円（前

事業年度比1.0％減）、セグメント利益358,393千円（前事業年度比3.6％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は58,431千円となりました。各

キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は481,852千円（前事業年度は567,063千円の獲得）であります。これは主にたな

卸資産の減少209,559千円及び減価償却費184,764千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は9,403千円（前事業年度は7,954千円の使用）であります。これは有形固定資産

の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は533,719千円（前事業年度は615,621千円の使用）であります。これは主に借入

金の返済によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社は、不動産のコーディネート＆マネジメントに特化した企画開発・販売事業を行っており、生産実績を定義

することが困難であるため、生産実績は記載しておりません。

(2）受注状況

当社は、受注生産を行っていないため、受注実績は記載しておりません。

(3）販売実績

　当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりです。

セグメントの名称
当事業年度

　（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

前年同期比（％）

開発・販売事業（千円） 278,554 △39.6

賃貸・管理事業（千円） 1,508,188 △1.0

　 合　計 　　（千円） 1,786,742 △9.9

（注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先

前事業年度

（自　平成25年３月１日

　至　平成26年２月28日）

当事業年度

（自　平成26年３月１日

　至　平成27年２月28日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

立花商事有限会社 270,117 13.6 　　－ 　－

株式会社トライアルカンパニー － － 236,459 13.2

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．前事業年度の株式会社トライアルカンパニー及び当事業年度の立花商事有限会社については、当該割合が

100分の10未満のため記載を省略しております。

 

３【対処すべき課題】

　(1) 現状の認識について

　当社は、「第２事業の状況、４．事業等のリスク、(11)重要事象等について」に記載のとおり、継続企業の前提

に関する重要な不確実性は認められなくなったと判断しているものの、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況は存在しているものと認識しております。

 

　(2) 当面の対処すべき課題

　当社は、当該事象を解消するため、引き続きキャッシュ・フローを重視した経営改善を目指すとともに、長期的

な資金の安定化に向けて事業活動を行ってまいります。

　その対応策につきましては、「第２事業の状況、７．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析、(5)重要事象等について」に記載のとおりであります。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成績及び事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性が

あると考えられる主な事項には、次のようなものがあります。

　なお、当社ではこれらリスクの発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に最大限努め

る方針ですが、本項目の記載は、当社の事業または本株式の投資に関するリスクの全てを網羅するものではありませ

んので、予めご留意願います。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

(1) 法的規制について

　当社の属する不動産業界における不動産取引については、「国土利用計画法」「宅地建物取引業法」「建築基準

法」「都市計画法」等の法的規制があります。当社は、宅地建物取引業者として宅地建物取引業者免許（免許証番

号：国土交通大臣(２)第7782号）の交付を受け、不動産の企画開発・販売事業を行っております。今後、これらの

規制の改廃や新たな法的規制が設けられる場合、または何らかの理由により免許の取消等があった場合は、当社の

主要な事業活動に支障をきたすとともに業績に重大な影響を与える可能性があります。

①改正建築基準法について

平成17年11月に国土交通省より公表された構造計算書偽装事件の教訓を踏まえ、建築物の安全・安心の確保を

目的に平成19年６月20日に建築確認・検査の厳格化を柱とする改正建築基準法が施行されました。これにより構

造計算適合性判定制度の導入、確認審査等に関する指針及びそれに基づく審査の実施等により、建築確認手続方

法が変わりました。その後、平成19年11月14日に建築基準法施行規則の一部改正が行われましたが、今後も同法

及び施行規則等の改正が行われ、当社の開発計画の変更を余儀なくされた場合は、業績に重大な影響を与える可

能性があります。

②金融商品取引法の施行について

　平成18年６月７日に「証券取引法の一部を改正する法律」が成立しており、開示書類の虚偽記載・不公正取引

の罰則強化、公開買付制度・大量保有報告制度等、緊急性の高い項目から順次施行され、平成19年９月30日に

「金融商品取引法」が施行されました。

信託受益権や匿名組合持分については、みなし有価証券として同法の適用対象となるため、当社は第二種金融

商品取引業者として登録いたしております（東海財務局長（金商）第105号）。今後予定される政令等につきま

しても内容に従って適時適切な対応をしてまいります。

(2) 不動産市況、金利動向等の影響について

　不動産業は、景気動向、金利動向及び住宅税制等の影響を受けやすいため、景気見通しの悪化や大幅な金利の上

昇、税制の変化等が発生した場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、経済情

勢の変化により、事業用地の購入代金、建築費等の上昇、ならびに供給過剰により販売価格が大幅下落した場合

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 小規模組織であることについて

　当社は本書提出日現在、取締役５名、監査役３名、従業員６名の小規模組織であり、内部管理体制も当該組織の

規模に応じたものになっております。今後の業容拡大に合わせて内部管理組織の一層の充実を図っていく方針であ

りますが、管理体制の構築が順調に進まなかった場合は、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、現状は役職員一人一人の能力に依存している面があり、役職員に何らかの業務遂行上の支障が生じた場合、あ

るいは役職員が社外へ流出した場合には、当社業務に支障をきたす可能性があります。

(4) 有利子負債への依存度について

　当社では、不動産の取得資金及び建設資金を有利子負債によって調達しているため総資産に対する有利子負債の

割合が他業種に比べて高い水準にあります。今後は、資金調達手段の多様化に取り組むとともに自己資本を充実

し、借入依存度を下げることに注力してまいりますが、金融情勢の変化等により市場金利が上昇した場合には、当

社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 販売用不動産（土地等）の仕入について

　当社の不動産販売事業は、土地（買取再販物件については建物含む）の仕入の成否が業績に重要な影響を及ぼし

ます。土地等の仕入情報は、不動産業者、建設業者、設計事務所、金融機関等より入手し、価格・立地条件・周辺

環境・権利関係・購入条件等を確認・調査するとともに、事業プランを作成して事業採算を検証したうえで購入の

是非を判断しております。しかしながら、良質・安価な不動産の不足や同業他社との競合等により土地等の仕入が

計画通りに実施できなかった場合や突発的な市況の変化、購入者の購入意欲の低下などにより販売が計画通りに実

施できなかった場合は、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。
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(6) 業務委託について

　当社は、デベロップメント事業において設計、建設工事、販売業務等をそれぞれ設計会社、建設会社、販売会社

等に業務委託しております。この方法により、当社は事業遂行に伴う固定的なコストを抑制できるほか、委託先が

持つノウハウや情報を有効に活用できるものと考えておりますが、委託先との取引条件、取引関係等に変化が生じ

た場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　なお、建築工事委託先の選定にあたっては施工能力、施工実績、財務内容、市場の評価等を総合的に勘案したう

えで行っており、工事着工後においても、品質・工程管理のため当社社員が随時委託業者との会議に参加して進捗

確認を行うとともに、当社の要求する品質や工期に合致するよう、工程毎の監理を行っておりますが、委託先が経

営不振に陥った場合や物件の品質に問題が発生した場合は、計画に支障をきたす可能性があり、その場合は、当社

の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 不動産引渡し時期等による業績の変動について

　当社の売上計上基準は、物件の売買契約を締結した時点ではなく、購入者へ物件を引渡した時点で売上を計上す

る引渡基準としております。そのため、四半期毎の業績については、物件の引渡し時期や規模により売上高や利益

が変動するため、月毎あるいは四半期毎の業績が大きく変動する可能性があります。また、天災その他予想し得な

い事態による建築工期の遅延、不測の事態により引渡し時期が遅延した場合は、当社の業績が変動する可能性があ

ります。

(8) 瑕疵担保リスクについて

　当社は、デベロップメント事業における建設工事を外部の建設工事業者に委託するとともに、国の定める第三者

評価機関による「設計住宅性能評価書」及び「建設住宅性能評価書」を全物件に対して取得し、品質及び安全の確

保に努めております。

　また、当社は財団法人住宅保証機構による住宅性能保証制度の登録業者となっており、平成18年度以降に着工し

た自社開発の分譲マンションは、全て住宅性能保証制度に登録しております。住宅性能保証制度に登録したマン

ションは、財団法人住宅保証機構が定める「性能保証住宅設計施工基準」に基づく現場検査に合格し、保証住宅と

して登録されると、新築住宅に10年間義務付けられている瑕疵（構造耐力上主要な部分、または雨水の浸入を防止

する部分）について登録業者（当社）による保証がなされます。また、当社の保証の履行をより確実なものとする

ため、財団法人住宅保証機構が付保した保険により、補修費用の95％が保証金として当社に支払われます。

(9) 土壌汚染等の対策について

　当社は事業用地を仕入れる場合には、土壌汚染や地中埋設物等による建築スケジュールへの影響を回避するため

に必要に応じて土壌調査を行い、売買契約書においては土壌汚染があった場合の対策費用を売主負担としておりま

す。しかしながら、使用履歴上は問題のない土地であっても購入後または分譲後に近隣地域から土壌汚染物質が流

入するなど土壌汚染問題が発生し、当社が予期しない土壌汚染対策が求められた場合は、事業化スケジュールの遅

延が生じ、もって当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(10) 保有する資産について

　当社が保有している販売用不動産及び固定資産について、時価の下落や賃貸収益の悪化等により減損処理の対象

になった場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(11) 重要事象等について

　当社は、前事業年度まで３事業年度連続して経常損失及び当期純損失を計上している状況により、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しておりました。

　当事業年度におきましては営業利益192,459千円、経常利益36,360千円及び当期純利益32,530千円を計上し黒字

化を達成致しました。

　しかしながら、当社は現在も安定的な収益を生み出す経営体質への転換途上にあり、手元資金残高に比して短期

及び１年内返済予定長期借入金残高は多額となっております。このため、各借入先とは元本返済期限の延長につい

て協議を行っております。

　このような状況により、当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているも

のと認識しております。

　当該事象を改善するための対応策については、「第２事業の状況、７．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析、(5)重要事象等について」に記載しております。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第43期事業年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成に当たり、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額ならびに

開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状等を勘案

し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合が

あります。

 

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末に対して286,664千円減少の1,019,379千円となりまし

た。主な要因としましては、販売用不動産の販売による減少193,768千円、ならびに現金及び預金の減少61,270

千円によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末に対して175,967千円減少の9,546,285千円となりまし

た。主な要因としましては、有形固定資産の減価償却費計上による減少であります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末に対して2,037,598千円増加の3,365,971千円となりま

した。主な要因としましては、１年内返済予定長期借入金の固定負債からの振り替えによる増加であります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は、前事業年度末に対して2,532,761千円減少の6,053,103千円となりま

した。主な要因としましては、長期借入金の１年以内返済予定長期借入金への振り替えによる減少であります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の合計は、前事業年度末に対して32,530千円増加の1,146,590千円となりまし

た。主な要因としましては、利益剰余金の増加によるものであります。

 

(3) 経営成績の分析

（売上高、売上総利益）

当事業年度の売上高は、開発・販売事業として２物件の販売活動を行い、建売６戸、土地１区画を販売・引渡

すとともに、賃貸・管理事業として商業施設５物件、土地１物件の賃貸及び運営管理を行いました。

これにより開発・販売事業の売上高は278,554千円、賃貸・管理事業は1,508,188千円、売上高合計は前事業年

度に対し197,374千円減少の1,786,742千円となりました。

売上総利益は、前事業年度に対し208,208千円増加の378,071千円となり、売上総利益率は前事業年度に対し

12.6ポイント増加の21.2％となりました。

（販売費及び一般管理費）

販売費及び一般管理費は、前事業年度に対して33,294千円減少の185,611千円となりました。これは主に広告

宣伝費の減少7,484千円及び控除対象外消費税等の減少17,776千円によるものであります。

（営業利益）

営業利益は、192,459千円（前事業年度は営業損失49,042千円）となりました。

（営業外収益・費用及び経常利益）

営業外収益は、前事業年度に対して6,399千円減少の852千円となりました。これは主に前事業年度に受取保険

金が発生したことによる減少であります。営業外費用は、19,732千円減少の156,952千円となりました。これは

主に支払利息の減少によるものであります。

　この結果、経常利益は36,360千円（前事業年度は経常損失218,475千円）となりました。

（税引前当期純利益）

税引前当期純利益は、36,360千円（前事業年度は税引前当期純損失265,462千円）となりました。

（当期純利益）

当期純利益は、税引前当期純利益から法人税等の税負担を減算した結果、当期純利益32,530千円（前事業年度

は当期純損失267,008千円）となりました。
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(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

（キャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は481,852千円（前事業年度は567,063千円の獲得）であります。これは主にた

な卸資産の減少209,559千円及び減価償却費184,764千円によるものであります。

　投資活動の結果、使用した資金は9,403千円（前事業年度は7,954千円の使用）であります。これは有形固定資

産の取得によるものであります。

財務活動の結果、使用した資金は533,719千円（前事業年度は615,621千円の使用）であります。これは主に借

入金の返済によるものであります。

（資金需要）

当社の資金需要は、不動産の仕入及び開発工事等に要するものであり、主に金融機関等からの借入及び社債発

行等により調達しており、当事業年度末現在の借入金等の残高は8,368,936千円であります。

（財務政策）

　当社ではバランスシートの改善として、①事業期間（短期・中期・長期）のバランスを勘案した事業資金の配

分、②必要資金の最小化を図る事業スキームの構築、③特定金融機関に依存することなく個別物件ごとに融資の

打診を行い、条件の良い金融機関からの借入実施などにより総資産に対する有利子負債比率を低減し、健全な財

務体質確立に注力しております。

 

(5）重要事象等について

　当社は、「第２事業の状況、４．事業等のリスク、(11)重要事象等について」に記載のとおり、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しているものと認識しております。

　当社は、当該事象を解消するため、引き続きキャッシュ・フローを重視した経営改善を目指すとともに、長期的

な資金の安定化に向けて事業活動を行ってまいります。

　今後の事業活動におきましては、以下の対応を進めてまいります。

 

①安定的収益基盤の確立

（賃貸・管理事業）

　安定した収益が見込める賃貸・管理事業については、テナントリーシングの強化及びコスト管理の徹底により、

収益基盤をさらに強化・拡充してまいります。

（開発・販売事業）

　開発・販売事業については、「宅地販売」のみならず建物を付加した「建売販売」を強化することにより、販路

拡大ならびに収益向上を図ってまいります。

 

②財務体質の健全化

　①の施策により売上高の更なる拡大とコストダウンの徹底を図り、継続して黒字を達成するよう事業活動を実施

します。また、各借入先と借入金の返済条件の見直し協議を行い、資金繰りの安定化、財務体質の健全化に努めて

まいります。

　加えて、借入先に対しては適時に当社の経営成績及び財政状態を報告し、理解を得ることによって良好な関係を

築き、資金調達や資金繰りの一層の安定化に努めております。

　なお、「第５経理の状況、１財務諸表等、（1）財務諸表、注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおり、本

報告書提出日現在において、当事業年度末に存在していた継続企業の前提に関する重要な不確実性は現時点では認

められなくなったと判断し、「継続企業の前提に関する注記」の記載は行っておりません。。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　　当事業年度における設備投資の総額は9,403千円であります。その主なものは、賃貸・管理事業の一部商業施設に

おける空調設備等であります。

 

２【主要な設備の状況】

　主要な設備は、以下のとおりであります。

平成27年２月28日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（名）建物
土地

（面積㎡）
その他 合計

賃貸用不動産

（北海道北斗市）
賃貸・管理事業 商業施設 316,546

598,870

（45,768.14）
－ 915,416 －

賃貸用不動産

（札幌市厚別区）
賃貸・管理事業 商業施設 282,209

461,367

(19,408.06）
－ 743,576 －

賃貸用不動産

（北海道苫小牧市）
賃貸・管理事業 商業施設 403,173

168,332

（73,108.98）
－ 571,505 －

賃貸用不動産

（秋田県秋田市）
賃貸・管理事業 駐車場 －

193,940

（1,401.57）
－ 193,940 －

賃貸用不動産

（石川県河北郡内灘町）
賃貸・管理管理 商業施設 238,948

112,388

(75,215.87)
2,426 353,764 －

賃貸用不動産

（横浜市中区）
賃貸・管理事業 商業施設 1,778,374

4,969,562

(8,963.71)
3,363 6,751,300 －

(注）帳簿価額のうち「その他」は、構築物ならびに工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含め

ておりません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,800,000

計 4,800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成27年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年６月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,518,000 1,518,000
名古屋証券取引所

（セントレックス）

　単元株式数

100株

計 1,518,000 1,518,000 － －

　（注）提出日現在の発行数には、平成27年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年２月14日臨時株主総会決議

区　分
事業年度末現在

（平成27年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成27年４月30日）

新株予約権の数（個） 　　　54,000（注）１  同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  54,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月15日

至　平成28年２月14日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　500

資本組入額　500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個当たり株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、１株とする。

ただし、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果

生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合は、必要と認める株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株を発

行する場合は除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

(1) 本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社及び当社グループ会社の役員または従業員

の地位にあることを要す。本新株予約権者が次の何れかに該当する場合は、引き続き本新株予約権を退

任・退職後２年間を期限として行使することができる。

・任期満了を理由に当社及び当社グループ会社の役員を退任した場合

・当社グループ会社への転籍により当社を退任・退職した場合

・本新株予約権者が定年を理由に当社または当社グループ会社を退職した場合

(2) その他、権利行使の条件は、当社取締役会で承認された「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

 

EDINET提出書類

株式会社エスポア(E04086)

有価証券報告書

15/62



会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　平成18年５月25日定時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成27年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成27年４月30日）

新株予約権の数（個） 　　　 675（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　67,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 600（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月26日

至　平成28年５月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　600

資本組入額　300
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個当たりの株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、100株とする。

ただし、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果

生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合は、必要と認める株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株を発

行する場合は除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

(1) 本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社及び当社グループ会社の役員または従業員

の地位にあることを要す。本新株予約権者が次の何れかに該当する場合は、引き続き本新株予約権を退

任・退職後２年間を期限として行使することができる。

・任期満了を理由に当社及び当社グループ会社の役員を退任した場合

・当社グループ会社への転籍により当社を退任・退職した場合

・本新株予約権者が定年を理由に当社または当社グループ会社を退職した場合

(2) その他、権利行使の条件は、当社取締役会で承認された「第２回新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの状況】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年３月26日 300,000 1,518,000 179,400 848,800 － 4,800

　（注）有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）　300,000株

発行価格　　　650円

発行価額　　　598円　　　　　資本組入額　　598円

 

（６）【所有者別状況】

平成27年２月28日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 10 11 － － 430 453 －

所有株式数

（単元）
－ 166 350 10,681 － － 3,981 15,178 200

所有株式数の

割合（％）
－ 1.09 2.31 70.37 － － 26.23 100.00 －

　（注）自己株式36,040株は、「個人その他」に360単元及び「単元未満株式の状況」に40株を含めて記載しておりま

す。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成27年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ストーク株式会社 大阪市中央区南本町１丁目４－10 490,000 32.27

一般社団法人都市再生支援機構 東京都千代田区永田町２丁目13番10号 460,000 30.30

株式会社ゲオホールディングス 名古屋市中区富士見町８番８号 70,000 4.61

沢田　喜代則 名古屋市千種区 55,000 3.62

株式会社エスポア　 名古屋市緑区曽根２丁目162番地 36,040 2.37

田場　典信 沖縄県宜野湾市 29,900 1.96

澤田　浩志 熊本市南区 28,000 1.84

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 25,600 1.68

若杉　精三郎 大分県別府市 24,400 1.60

石川　英樹 三重県桑名市 21,000 1.38

計 － 1,239,940 81.68

　（注）１．前事業年度末において主要株主であった株式会社みらいアセットパートナーズは、当事業年度末現在では主

要株主ではなくなりました。

２．前事業年度末において主要株主でなかった一般社団法人都市再生支援機構は、当事業年度末現在では主要株

主になっております。

 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　36,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,481,800 14,818 －

単元未満株式 普通株式　　　　200 － －

発行済株式総数 1,518,000 － －

総株主の議決権 － 14,818 －

 

②【自己株式等】

平成27年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社エスポア
名古屋市緑区曽根

２丁目162
36,000 － 36,000 2.37

計 － 36,000 － 36,000 2.37
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（９）【ストック・オプション制度の内容】

　当社は、ストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法の規定に基づき新株

予約権を発行する方法によるものであります。

（平成18年２月14日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成18年２月14日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役３名、当社監査役１名、当社従業員６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

（平成18年５月25日定時株主総会決議）

決議年月日 平成18年５月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役６名、当社従業員７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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（平成21年５月28日定時株主総会決議）

　会社法に基づき、当社の取締役に対する株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権について、平成21

年５月28日開催の第37回定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成21年５月28日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役５名。ただし、付与対象者は業務執行の状況

及び貢献度等を勘案のうえ取締役会において決定する。

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

株式の数（株）

当社取締役に対し、30,000株を各事業年度に係る定時株

主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権を行

使することにより交付を受けることができる株式数の上

限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円　　（注）２

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当日の翌日から25年以内とする。

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　－

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数は分割または併合の比率に応じて比例的に調整す

るものとし、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

３．新株予約権は、原則として、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から行使することができるものとし、そ

の他の新株予約権の行使条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会において定める。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 36,040 － 36,040 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成27年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社エスポア(E04086)

有価証券報告書

21/62



３【配当政策】

当社は、将来の事業拡大と経営体質の強化のために、一定規模の内部留保を確保しつつ継続的な配当実施を基本方

針とし、業績に応じた柔軟な利益還元策として「当期純利益の30％配当」を実施してまいります。

　配当の回数については、定時株主総会にて１回もしくは中間配当を含めた２回とし、「取締役会の決議によって、

毎年８月31日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。なお、これらの剰余金の

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、財務体質の強化を最優先とすることが適切な経営判断であると考え、

十分な内部留保が確保できるまでは無配とさせていただく予定であります。

 

 

４【株価の推移】

（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月

最高（円） 470 359 415 680 520

最低（円） 338 248 145 254 231

（注）最高・最低株価は、名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。

 

（２）最近６月間の月別最高・最低株価

月別 平成26年９月 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月

最高（円） 325 325 365 520 471 499

最低（円） 285 251 284 315 340 380

　（注）最高・最低株価は、名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社     長
 田上　　滋 昭和37年１月15日生

 
昭和59年３月 株式会社地上社入社

平成14年10月

 

株式会社ゲオ(現株式会社ゲオホールディングス)

入社

平成17年４月 当社転籍

平成18年５月 当社取締役企画開発部長

平成20年10月

平成27年５月

当社取締役事業部長

当社代表取締役社長（現任）
 

(注)１ 1,000

取 締 役  谷角　大悟 昭和46年９月26日生

 
平成８年４月

 

株式会社シーエル（現株式会社コスモランド）

入社

平成20年３月 同社取締役（現任）

平成21年６月 ストーク株式会社代表取締役

平成23年１月 同社取締役

平成23年５月 当社取締役（現任）

平成23年５月 ストーク株式会社代表取締役（現任）
 

(注)１ －

取 締 役  平　　満夫 昭和44年11月15日生

 
平成３年10月

平成６年11月

株式会社ダスキンサニー入社

株式会社エイブル入社

平成14年７月

平成16年５月

エイブル保障株式会社入社

株式会社コスモエステート入社

平成23年７月 ストーク株式会社入社

平成24年６月 株式会社コスモシステム代表取締役

平成25年３月

平成27年１月

平成27年５月

株式会社ランドバンク代表取締役（現任）

株式会社コスモ代表取締役（現任）

当社取締役（現任）
 

(注)１ －

取 締 役  大森　　真 昭和56年11月13日生

 
平成14年４月 株式会社ファイブフォックス入社

平成21年４月

平成24年８月

平成27年５月

株式会社コスモ入社

株式会社フェリーチェ入社（現任）

当社取締役（現任）
 

(注)１ －

取 締 役  金子　憲康 昭和47年２月２日生

 
平成10年４月

平成10年４月

平成18年12月

平成23年８月

平成23年９月

平成27年５月

弁護士登録（第二東京弁護士会所属）

あさひ法律事務所入所（現任）

カリフォルニア州弁護士登録

株式会社レノバ社外監査役（現任）

早稲田大学法科大学院非常勤講師（現任）

当社取締役（現任）
 

(注)１ －

常勤監査役  中島　堅吾 昭和22年３月27日生

 
昭和41年３月

 
平成13年９月

平成19年４月

平成22年６月

平成27年５月

東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社）入行

同社梅田支店副支店長

山栄株式会社入社

同社嘱託（現任）

当社常勤監査役（現任）
 

(注)２ －

監 査 役  武田　英彦 昭和34年12月７日生

 
昭和58年４月

昭和61年９月

 
平成７年１月

平成24年５月

株式会社ノエビア入社

太田昭和監査法人（現新日本有限責任監査法人）

入所

公認会計士 武田英彦事務所所長（現任）

当社監査役（現任）
 

(注)２ －

監 査 役  小栗　　悟 昭和37年３月21日生

 
昭和62年４月

 
平成４年12月

平成23年９月

平成26年６月

平成27年５月
 

監査法人丸の内会計事務所（現有限責任監査法人

トーマツ）入所

小栗悟税理士事務所開設

税理士法人オグリに組織変更 代表社員（現任）

石塚硝子株式会社監査役（現任）

当社監査役（現任）
  

(注)２ －

    計  1,000

（注）１．取締役の任期は、平成27年５月31日開催の第43回定時株主総会の終結の時から平成29年２月期に係る定時株主
総会終結の時までであります。

　２．監査役の任期は、平成27年５月31日開催の第43回定時株主総会の終結の時から平成31年２月期に係る定時株主
総会終結の時までであります。

　３．取締役谷角大悟氏、平満夫氏、大森真氏、金子憲康氏は社外取締役であります。
　４．常勤監査役中島堅吾氏及び監査役武田英彦氏、小栗悟氏は社外監査役であります。また、中島堅吾氏は独立役

員に指定しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、業容ならびに組織規模に見合ったコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題として位置づけ、

経営効率の向上、経営の健全性及び透明性の確保、企業倫理の確立、コンプライアンス体制の充実のための諸施策

を実施しております。

（2) 会社の機関の内容

当社の業務執行・経営監視及び内部統制の仕組みを図に示すと以下のとおりです。

 

① 株主総会

当社の定時株主総会は、毎年５月に取締役会の決議によって取締役社長が招集することを定款に定めておりま

す。

当社の取締役の選任決議については、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないもの

とする旨定款に定めております。

会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議（いわゆる特別決議）は、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨定款に

定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。

株主総会は会社の最高意思決定機関であり、株主総会をとおして株主へ経営状況を適切に開示するとともに、各

株主の意見を幅広く会社経営に反映させることができるよう、開かれた株主総会の開催を心がけております。

② 取締役会

　当社の取締役は10名以内とする旨定款で定めており、本書提出日現在５名の取締役が選任されており、うち４名

は社外取締役であります。当社は毎月１回の定時取締役会、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の意

思決定、業務執行状況の確認、その他法令で定められた事項及び重要事項の決定を行っております。

③ 監査役

当社は監査役制度を採用しており、監査役は５名以内とする旨定款で定めております。本書提出日現在３名の監

査役が選任されており、３名全員は社外監査役であります。監査役は取締役会に出席し、また常勤監査役について

は取締役会以外にも定例の社内会議に出席し、取締役の業務執行状況を充分に監督できる体制になっております。

④ 独立役員

　 コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組の一つとして、独立役員１名（社外監査役１名）を指定しており

ます。
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⑤ 内部監査

内部監査は、内部監査室（専任１名）にて実施しております。当社の内部監査は各部門において内部統制が機能

しているかの確認、各種コンプライアンス状況の確認、リスク管理の状況確認等を重要課題として行っておりま

す。今後は業容及び組織の拡大に合わせて、規模に見合った体制を適時整備していく方針であります。

⑥ 会計監査

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は安田豊、鈴木博貴であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会

計士６名であります。

（3) 内部統制システム整備の状況

内部統制につきましては、業務プロセス全体に相互牽制体制及び計画・実施・検証・改善のサイクルが組み込ま

れ適切に運営されることを基本としております。また、経営上必要な情報収集と意思決定の仕組みを明確にし、経

営の透明性を高めることを目的に、取締役会規則、業務分掌・職務権限規程を定めて運用しております。

　　　　内部統制システム整備の中心となる部署は内部監査室であり、各部門の業務執行の妥当性・適法性・効率性の検

証を行うため、内部監査計画に基づく内部監査のほか、必要に応じて随時監査を実施しております。

① 内部監査及び監査役監査の状況

　当社では上記のとおり、内部牽制制度の充実と経営の合理化及び資産の保全を行うため内部監査制度を設けてお

り、内部監査規程に基づいて業務監査を実施しております。

　監査役監査は、常勤監査役を中心に実施されておりますが、非常勤監査役も業務を分担して実施しております。

監査役は取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役等から営業状況の報告を受け、重要書類の閲覧等を

行っております。また、経営の妥当性、効率性等に関して助言や提案を行っており、取締役職務の執行状況を常に

監督できる体制にあります。

（4）役員報酬の内容

① 当事業年度（平成27年２月期）における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の支払金額

役員区分
報酬等の総

額（千円）

　報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

　取締役

（社外取締役を除く。）
36,000 36,000 － － － 2

　監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

　社外役員  3,600 3,600 － － － 4

② 役員の報酬等の額またはその算定方法に関する方針の内容及び決定方法

　取締役の報酬額は、平成18年５月25日開催の第34回定時株主総会において、年額200,000千円以内と決議いただ

いております。また、監査役の報酬額は、平成18年５月25日開催の第34回定時株主総会において、年額20,000千円

以内と決議いただいております。

　なお、個別の報酬額は取締役会の決議をもって決定しております。

（5）社外取締役及び社外監査役

① 社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

　当社の社外取締役は４名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役の谷角大悟は、当社のその他の関係会社であるストーク株式会社の代表取締役であります。ストーク

株式会社は、当社発行済株式総数の32.27％を保有しており、また、当社は同社より資金を借入れております。

　上記社外取締役１名を除く社外取締役３名及び社外監査役３名と当社との人的関係、資本的関係または取引関係

その他の利害関係はありません。
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② 社外取締役または社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割

　社外取締役の谷角大悟、平満夫は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に活かし

ていただくため、大森真は、経営幹部としての経験と見識を当社の経営に活かしていただくため、さらに金子憲康

は、弁護士としての豊富な経験と専門知識を有しており、主にコンプライアンスの観点から有益なアドバイスをい

ただけるものと期待し、社外取締役に選任しております。

　社外監査役の中島堅吾、武田英彦及び小栗悟は、会計や税務等の知識と豊富な経験に基づき、独立かつ中立の立

場から当社の監査に活かしてもらうべく社外監査役に選任しております。

③ 社外取締役または社外監査役の選任状況に関する当社の考え方

　社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針として明確に定めたものはありま

せんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての

職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

　なお、当社は社外監査役の中島堅吾を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。

④ 社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査および会計監査と相互連携ならびに

内部統制部門との関係

　当社の社外取締役は、幅広い知見と豊富な経験に基づき取締役会において適宜意見を表明し、経営陣から独立し

た立場から経営の監督及びチェック機能を果たしております。

　社外監査役は、取締役会及び監査役会において、専門的知識と豊富な経験に基づき意見・提言を行っておりま

す。また、必要に応じて内部監査人及び会計監査人と協議、意見交換を行い、社内コンプライアンスの維持・強化

を図っております。

（6）取締役等による責任免除の決定機関

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者を含む）及

び監査役（監査役であった者を含む）の当社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除することができる

旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待される役割を十分発揮することを目的とするもので

あります。

（7）中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年８月31日を基準日として、中間配当

を行うことができる旨を定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

(8) 自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引

等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

(9) 株式の保有状況

　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

15,600 － 25,450 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　　該当事項はありません。

 

（当事業年度）

　　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　　該当事項はありません。

 

（当事業年度）

　　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

 監査報酬は、当社の規模、特性及び監査日数等を勘案し、監査公認会計士等と協議のうえ決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年３月１日から平成27年２月28日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

 なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

 前事業年度   三優監査法人

 当事業年度   新日本有限責任監査法人

 
臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の氏名・名称

①就任監査法人の名称

　新日本有限責任監査法人

②退任監査法人の名称

　三優監査法人

(2) 異動の年月日 平成26年５月29日

(3) 退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日　平成25年５月29日

(4) 退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　 該当事項はありません。

(5) 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であります三優監査法人は、平成26年５月29日開催予定の第42回定時株主総会終結の時を

もって任期満了となりますので、その後任として新日本有限責任監査法人を会計監査人として選任するもので

あります。

(6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

 

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、監査法人等が主催する研修等に参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年２月28日)
当事業年度

(平成27年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 119,702 58,431

売掛金 126,939 111,797

販売用不動産 ※２ 1,034,344 ※２ 840,576

仕掛販売用不動産 15,917 126

前払費用 8,385 8,372

その他 755 75

流動資産合計 1,306,044 1,019,379

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,786,796 3,793,600

減価償却累計額 △587,995 △771,158

建物（純額） ※２ 3,198,801 ※２ 3,022,442

構築物 － 2,600

減価償却累計額 － △173

構築物（純額） － 2,426

工具、器具及び備品 8,533 8,533

減価償却累計額 △4,080 △5,028

工具、器具及び備品（純額） 4,453 3,504

土地 ※２ 6,504,461 ※２ 6,504,461

有形固定資産合計 9,707,715 9,532,834

無形固定資産   

商標権 829 492

その他 771 771

無形固定資産合計 1,600 1,264

投資その他の資産   

長期前払費用 9,679 8,929

その他 3,257 3,257

投資その他の資産合計 12,936 12,186

固定資産合計 9,722,253 9,546,285

資産合計 11,028,297 10,565,664
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年２月28日)
当事業年度

(平成27年２月28日)

負債の部   

流動負債   

工事未払金 100 100

短期借入金 ※２ 965,500 ※２ 614,500

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 159,653 ※２ 2,489,653

1年内償還予定の社債 28,000 28,000

未払金 135,437 131,856

未払費用 14,330 39,987

未払法人税等 1,777 6,199

前受金 8,288 20,395

預り金 6,364 7,455

その他 8,920 27,823

流動負債合計 1,328,372 3,365,971

固定負債   

社債 46,000 18,000

長期借入金 ※２ 6,609,169 ※２ 4,118,782

関係会社長期借入金 ※２ 1,090,000 ※２ 1,100,000

長期預り敷金保証金 828,392 807,277

繰延税金負債 810 630

資産除去債務 2,352 2,367

その他 9,139 6,045

固定負債合計 8,585,864 6,053,103

負債合計 9,914,237 9,419,074

純資産の部   

株主資本   

資本金 848,800 848,800

資本剰余金   

資本準備金 4,800 4,800

資本剰余金合計 4,800 4,800

利益剰余金   

利益準備金 26,839 26,839

その他利益剰余金   

別途積立金 300,000 300,000

繰越利益剰余金 △49,856 △17,325

利益剰余金合計 276,983 309,513

自己株式 △16,523 △16,523

株主資本合計 1,114,059 1,146,590

純資産合計 1,114,059 1,146,590

負債純資産合計 11,028,297 10,565,664
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

当事業年度
(自　平成26年３月１日
　至　平成27年２月28日)

売上高   

不動産売上高 461,099 278,326

賃貸事業収入 1,522,937 1,508,188

その他の売上高 80 227

売上高合計 1,984,117 1,786,742

売上原価   

不動産売上原価 641,395 262,242

賃貸事業売上原価 1,172,859 1,146,429

売上原価合計 1,814,254 1,408,671

売上総利益 169,862 378,071

販売費及び一般管理費 ※２ 218,905 ※２ 185,611

営業利益又は営業損失（△） △49,042 192,459

営業外収益   

受取利息 16 10

受取保険金 5,514 776

その他 1,721 66

営業外収益合計 7,252 852

営業外費用   

支払利息 ※１ 174,032 ※１ 154,696

社債利息 1,090 704

その他 1,563 1,550

営業外費用合計 176,685 156,952

経常利益又は経常損失（△） △218,475 36,360

特別損失   

減損損失 ※３ 43,858 －

その他 ※４ 3,128 －

特別損失合計 46,986 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △265,462 36,360

法人税、住民税及び事業税 1,011 4,009

法人税等調整額 534 △179

法人税等合計 1,546 3,829

当期純利益又は当期純損失（△） △267,008 32,530

 

EDINET提出書類

株式会社エスポア(E04086)

有価証券報告書

31/62



【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

不動産売上原価      

　土地原価  610,690 33.6 179,134 12.7

　建物原価  30,568 1.7 82,721 5.9

　その他  136 0.0 386 0.0

計 ※ 641,395 35.3 262,242 18.6

賃貸事業売上原価      

　水道光熱費  542,159 29.9 522,938 37.1

　支払手数料  244,656 13.5 235,164 16.7

　減価償却費  182,869 10.1 183,456 13.0

　その他  203,174 11.2 204,869 14.6

計  1,172,859 64.7 1,146,429 81.4

売上原価合計  1,814,254 100.0 1,408,671 100.0

（注）※．原価計算の方法は、個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 848,800 4,800 4,800 26,839 300,000 217,152 543,992

当期変動額        

当期純損失（△）      △267,008 △267,008

当期変動額合計 - - - - - △267,008 △267,008

当期末残高 848,800 4,800 4,800 26,839 300,000 △49,856 276,983

 

   

 株主資本
純資産合計

 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △16,523 1,381,068 1,381,068

当期変動額    

当期純損失（△）  △267,008 △267,008

当期変動額合計 - △267,008 △267,008

当期末残高 △16,523 1,114,059 1,114,059

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 848,800 4,800 4,800 26,839 300,000 △49,856 276,983

当期変動額        

当期純利益      32,530 32,530

当期変動額合計 - - - - - 32,530 32,530

当期末残高 848,800 4,800 4,800 26,839 300,000 △17,325 309,513

 

   

 株主資本
純資産合計

 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △16,523 1,114,059 1,114,059

当期変動額    

当期純利益  32,530 32,530

当期変動額合計 - 32,530 32,530

当期末残高 △16,523 1,146,590 1,146,590
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

当事業年度
(自　平成26年３月１日
　至　平成27年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △265,462 36,360

減価償却費 184,121 184,764

減損損失 43,858 －

受取利息及び受取配当金 △16 △10

受取保険金 △5,514 △776

支払利息 175,122 155,401

売上債権の増減額（△は増加） △14,487 15,141

たな卸資産の増減額（△は増加） 599,766 209,559

前払費用の増減額（△は増加） 1,186 165

未払金の増減額（△は減少） 5,648 △4,043

未払費用の増減額（△は減少） △135 764

未払又は未収消費税等の増減額 △350 18,941

前受金の増減額（△は減少） 898 11,591

長期預り敷金保証金の増減額（△は減少） △1,599 △19,115

その他 12,283 3,713

小計 735,319 612,457

利息及び配当金の受取額 16 10

利息の支払額 △172,487 △130,393

保険金の受取額 5,514 776

法人税等の支払額 △1,300 △997

営業活動によるキャッシュ・フロー 567,063 481,852

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,252 △9,403

資産除去債務の履行による支出 △4,190 －

敷金及び保証金の差入による支出 △1,200 －

敷金及び保証金の回収による収入 4,688 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,954 △9,403

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 40,000

短期借入金の返済による支出 △318,500 △391,000

長期借入金の返済による支出 △364,806 △160,653

関係会社長期借入金の返済による支出 △20,000 －

関係会社長期借入れによる収入 120,000 10,000

社債の償還による支出 △28,000 △28,000

割賦債務の返済による支出 △4,307 △4,065

配当金の支払額 △7 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △615,621 △533,719

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △56,512 △61,270

現金及び現金同等物の期首残高 176,214 119,702

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 119,702 ※ 58,431
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によってお

ります。

(2）仕掛販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によってお

ります。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　但し、賃貸用資産については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　　８～39年

　構築物　　　　　　　　　10年

　工具、器具及び備品　　　４～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

(3）長期前払費用

均等償却によっております。

 

３．収益及び費用の計上基準

　販売費のうち下記のものについては費用収益を適正に対応させるため次のとおり処理しております。

(1）販売手数料

　販売委託契約等に基づく販売手数料は売上計上に応じて費用処理することとし、売上未計上の物件に係る

販売手数料は前払費用に計上しております。

(2）広告宣伝費

　未完成の自社計画販売物件に係る広告宣伝費は、引渡までに発生した費用を前払費用に計上し、引渡時に

一括して費用処理しております。

 

４．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段　　金利スワップ

b．ヘッジ対象　　長期借入金

(3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の認識は個別契約

ごとに行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしておりますので、有効性の評価を省略しておりま

す。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております
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（貸借対照表関係）

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引先と当座貸越契約を締結しております。

　当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

当座貸越極度額 4,099,000千円 4,098,000千円

借入実行残高 4,099,000 4,098,000

差引額 － －

 

※２　担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

販売用不動産 1,019,710千円 840,576千円

建物 3,154,041 2,979,977

土地 6,504,461 6,504,461

合計 10,678,213 10,325,014

 

(2）担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

短期借入金 827,000千円 550,000千円

１年内返済予定の長期借入金 120,000 2,450,000

長期借入金 6,549,000 4,098,000

関係会社長期借入金 990,000 1,100,000

合計 8,486,000 8,198,000
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
 
 

前事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

関係会社への支払利息 23,857千円 25,129千円

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度8％、当事業年度6％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度92％、当事業年度94％であります。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
　　至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日

　　至　平成27年２月28日）

役員報酬 42,750 39,600

給与 50,400 50,400

減価償却費 1,251 1,308

支払手数料 31,932 33,900

 

 

※３　減損損失

　当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

用途 場所 種類
減損損失

（千円）

　賃貸物件
秋田県

秋田市

土地 43,858

合計 43,858

　当社は、個別物件単位でグルーピングを行っております。上記資産については、賃貸事業目的で保有

しておりましたが、早期に売却することを決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、43,858

千円を減損損失として特別損失に計上しております。

　当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売買契約金額を基礎

に算定しております。

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

　該当事項はありません。

 

 

※４　特別損失「その他」の内訳

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
　　至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日

　　至　平成27年２月28日）

本社移転費用 3,128千円 －千円
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（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

　普通株式 1,518,000 － － 1,518,000

　　　合計 1,518,000 － － 1,518,000

自己株式     

　普通株式 36,040 － － 36,040

　　　合計 36,040 － － 36,040

 

 

２．新株予約権に関する事項

新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
（千円）当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

平成19年２月期

第１回ストッ

ク・オプション

としての新株予

約権

－ － － － － －

平成19年２月期

第２回ストッ

ク・オプション

としての新株予

約権

－ － － － － －

（注）ストック・オプションとしての新株予約権の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しておりま

す。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　該当事項はありません。
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　当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

　普通株式 1,518,000 － － 1,518,000

　　　合計 1,518,000 － － 1,518,000

自己株式     

　普通株式 36,040 － － 36,040

　　　合計 36,040 － － 36,040

 

 

２．新株予約権に関する事項

新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
（千円）当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

平成19年２月期

第１回ストッ

ク・オプション

としての新株予

約権

－ － － － － －

平成19年２月期

第２回ストッ

ク・オプション

としての新株予

約権

－ － － － － －

（注）ストック・オプションとしての新株予約権の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しておりま

す。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

現金及び預金勘定 119,702千円 58,431千円

現金及び現金同等物 119,702 58,431

 

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

１年内 341,058 335,693

１年超 475,202 879,116

合計 816,261 1,214,810
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　　　当社は、必要な資金を銀行等金融機関から調達しております。デリバティブ取引は、借入金に係る金

利変動リスクを回避するために行うものであり、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である工事未払金及び未払金は、そのほとんどが１ケ月以内の支払期日であります。

　短期借入金、社債及び長期借入金については、主に物件購入資金に対する資金調達であります。この

うち変動金利は、金利変動リスクに晒されておりますが、一部の長期借入金については、金利変動リス

クに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権につきましては、各担当者が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関に限って実施しておりますので、リスクはほと

んどないと認識しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成26年２月28日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

　(1）現金及び預金

　(2）売掛金

119,702

126,939

119,702

126,939

－

－

　資産計 246,641 246,641 －

　(1）工事未払金

　(2）短期借入金

　(3）未払金

　(4）社債          （※）

　(5）長期借入金　　 （※）

　(6）関係会社長期借入金

100

965,500

135,437

74,000

6,768,822

1,090,000

100

965,500

135,437

74,932

6,784,850

1,090,000

－

－

－

932

16,027

－

　負債計 9,033,860 9,050,819 16,959

　デリバティブ取引 － － －

(※）１年内返済予定の社債及び長期借入金を含めております。
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当事業年度（平成27年２月28日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

　(1）現金及び預金

　(2）売掛金

58,431

111,797

58,431

111,797

－

－

　資産計 170,228 170,228 －

　(1）工事未払金

　(2）短期借入金

　(3）未払金

　(4）社債          （※）

　(5）長期借入金　　 （※）

　(6）関係会社長期借入金

100

614,500

131,856

46,000

6,608,436

1,100,000

100

614,500

131,856

46,444

6,614,573

1,100,000

－

－

－

444

6,137

－

　負債計 8,500,892 8,507,474 6,582

　デリバティブ取引 － － －

(※）１年内返済予定の社債及び長期借入金を含めております。

(注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

負　債

       (1）工事未払金、(2）短期借入金、(3）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）社債、(5）長期借入金、（6）関係会社長期借入金

　これらは元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。変動金利による長期借入金については、金利スワップの特例処理の対象とされており、当

該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

　　　デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

長期預り敷金保証金 828,392 807,277

　長期預り敷金保証金については、市場価格がなく、かつ、実質的な預託期間を算定することが困難であることか

ら、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年２月28日）

 
１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

(1） 現金及び預金

(2） 売掛金

119,702

126,939

－

－

－

－

－

－

合計 246,641 － － －

 

当事業年度（平成27年２月28日）

 
１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

(1） 現金及び預金

(2） 売掛金

58,431

111,797

－

－

－

－

－

－

合計 170,228 － － －

 

４．社債、長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年2月28日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 965,500 － － － － －

社債 28,000 28,000 18,000 － － －

長期借入金 159,653 2,489,653 15,513 1,320 1,000 4,101,680

関係会社長期借入金 － 1,090,000 － － － －

合計 1,153,153 3,607,653 33,513 1,320 1,000 4,101,680

 

当事業年度（平成27年2月28日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 614,500 － － － － －

社債 28,000 18,000 － － － －

長期借入金 2,489,653 4,114,027 1,000 1,000 1,000 1,754

関係会社長期借入金 － － 1,100,000 － － －

合計 3,132,153 4,132,027 1,101,000 1,000 1,000 1,754

 

 

（デリバティブ取引関係）

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前事業年度（平成26年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
(千円)

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 1,290,000 1,230,000 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
(千円)

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 1,230,000 － （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 
平成19年２月期

第１回ストック・オプション
平成19年２月期

第２回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 取締役　３名

監査役　１名

従業員　６名

取締役　６名

従業員　７名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式　70,000株 普通株式　106,000株

付与日 平成18年３月31日 平成18年６月30日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、新株

予約権行使時に、当社及び当社グルー

プ会社の取締役、監査役または従業員

たる地位を要する。

同左

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間 平成20年２月15日から

平成28年２月14日まで

平成20年５月26日から

平成28年５月25日まで

（注）株式数に換算して記載しております。

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成19年２月期

第１回ストック・オプション
平成19年２月期

第２回ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前事業年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）   

前事業年度末 54,000 67,500

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

未行使残 54,000 67,500
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②　単価情報

 
平成19年２月期

第１回ストック・オプション
平成19年２月期

第２回ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　（円） 500 600

行使時平均株価　　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）　（円） － －

 

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

３．事業年度末における本源的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日

における本源的価値の合計額

  
平成19年２月期

第２回ストック・オプション
 

事業年度末における本源的価値の合計額 （千円） －  

当事業年度において権利行使されたストック・

オプションの権利行使日における本源的価値の

合計額

（千円） －  

（注）当事業年度末における本源的価値は、期末日の株価に基づいて算定しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
 

当事業年度
（平成27年２月28日）

繰延税金資産    

流動資産    

　未払金 1,076千円 951千円

　未払事業税 290  972

　評価性引当額 △1,366  △1,924

繰延税金資産計 －  －

固定資産    

　税務上の繰越欠損金 163,639  152,795

　減価償却費 122  78

　保証金償却収入 268  186

　資産除去債務 831  836

　減損損失 16,536  15,495

　建設協力金等 160  171

　評価性引当額 △181,558  △169,563

繰延税金資産計 －  －

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

固定負債    

　資産除去債務 △810  △630

繰延税金負債合計 △810  △630

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度（平成26年２月28日）

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

法定実効税率 37.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

0.7

住民税均等割 2.5

評価性引当額の増減 △30.3

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

10.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26

年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、

平成27年３月１日に開始する事業年度において解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の37.7％から35.3％に変更されました。なお、この税率変更による財務諸表

に与える影響は軽微であります。

 

４．決算日後の法人税等の税率の変更

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度

から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、平成28年３月１日に開始する事業年度にお

いて解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.3％から

32.8％に変更されます。また、平成29年３月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算において使用する法定実効税率は従来の35.3％から32.0％に変更されま

す。なお、この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率0.622％を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

期首残高 3,922千円 2,352千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2,349 －

時の経過による調整額 40 14

資産除去債務の履行による減少額 △3,959 －

期末残高 2,352 2,367

 

 

（賃貸等不動産関係）

　当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用商業施設（土地を含む）を有しております。前事業年度

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は350,078千円（賃貸収入は売上高に、賃貸費用は売上原価に計

上）、減損損失は43,858千円（特別損失に計上）であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する

賃貸損益は358,393千円（賃貸収入は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 9,920,009 9,699,285

 期中増減額 △220,723 △173,145

 期末残高 9,699,285 9,526,140

期末時価 11,904,940 11,914,000

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な減少額は減価償却費（181,911千円）及び減損損失（43,858千円）で

あります。当事業年度の主な増加額は建物及び構築物の取得（9,403千円）であり、減少額は減価償却費

（182,549千円）であります。

３．期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金額であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、不動産業を中心に事業展開を行っており、「開発・販売事業」、「賃貸・管理事業」を報告セ

グメントとしております。

「開発・販売事業」は、マンション開発、買取再販、宅地開発、商業施設開発・再開発・用途転換を行っ

ております。

「賃貸・管理事業」は、商業施設賃貸、商業施設運営管理、土地・建物賃貸を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

財務諸表
計上額
（注）２ 開発・販売事業 賃貸・管理事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 461,179 1,522,937 1,984,117 － 1,984,117

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 461,179 1,522,937 1,984,117 － 1,984,117

セグメント利益又は損失

（△）
△223,644 345,778 122,133 △171,176 △49,042

セグメント資産 1,050,809 9,832,735 10,883,544 144,752 11,028,297

その他の項目      

減価償却費 － 182,869 182,869 1,251 184,121

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
－ 5,171 5,171 4,430 9,602

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△171,176千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

セグメント資産の調整額144,752千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セ

グメントに帰属しない現金及び預金及び管理部門に係る資産等であります。

減価償却費の調整額1,251千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,430千円は、主に本社事務所に係る設備投資でありま

す。

２．セグメント利益又は損失の合計は、損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

財務諸表
計上額
（注）２ 開発・販売事業 賃貸・管理事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 278,554 1,508,188 1,786,742 － 1,786,742

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 278,554 1,508,188 1,786,742 － 1,786,742

セグメント利益 624 358,393 359,018 △166,558 192,459

セグメント資産 840,781 9,642,984 10,483,766 81,898 10,565,664

その他の項目      

減価償却費 － 183,456 183,456 1,308 184,764

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
－ 9,403 9,403 － 9,403

（注）１．セグメント利益の調整額△166,558千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

セグメント資産の調整額81,898千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグ

メントに帰属しない現金及び預金及び管理部門に係る資産等であります。

減価償却費の調整額1,308千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であります。

２．セグメント利益の合計は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

 製品及びサービスごとの情報は、「セグメント情報」の「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は

損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しており

ます。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

立花商事有限会社 270,000 開発・販売事業

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

 製品及びサービスごとの情報は、「セグメント情報」の「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は

損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しており

ます。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社トライアルカンパニー 236,459 賃貸・管理事業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

   （単位：千円）

 開発・販売事業 賃貸・管理事業 合計

減損損失 － 43,858 43,858

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社エスポア(E04086)

有価証券報告書

50/62



【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　　　　　　　　　前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

その他の

関係会社

ストーク

㈱

大阪市

中央区
　　40,000

コンサル

ティング業

（被所有）

直接33.1
役員の兼任

資金の借入 120,000
関係会社長

期借入金
1,090,000

借入金の返

済
20,000

借入金に対

する金利
23,857 － －

　（注）借入金の金利は市場金利を勘案して、決定しております。また、建物207,837千円及び土地112,388千円を担保に

供しております。

 

　　　　　　　　　当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

その他の

関係会社

ストーク

㈱

大阪市

中央区
　　40,000

コンサル

ティング業

（被所有）

直接33.1
役員の兼任

資金の借入 10,000
関係会社長

期借入金
1,100,000

借入金に対

する金利
25,129 未払費用 25,129

　（注）借入金の金利は市場金利を勘案して、決定しております。また、建物199,674千円及び土地112,388千円を担保に

供しております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社エスポア(E04086)

有価証券報告書

51/62



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

 
１株当たり純資産額 751.75円

１株当たり当期純損失金額

（△）
△180.17円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。
 

 
１株当たり純資産額 773.70円

１株当たり当期純利益金額 21.95円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
 

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

当事業年度
(自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）
  

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円）
△267,008 32,530

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
△267,008 32,530

期中平均株式数（株） 1,481,960 1,481,960

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　新株予約権２種類（新株予約権の

数54,675個)。詳細は「第４　提出

会社の状況　１　株式等の状況

（2）　新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

　新株予約権２種類（新株予約権の

数54,675個)。詳細は「第４　提出

会社の状況　１　株式等の状況

（2）　新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

１．継続企業の前提に関する注記について

　当社は平成27年２月期末において、手元資金残高に比して短期及び１年内返済予定長期借入金残高は多額と

なっており、各借入先とは元本返済期限の延長について協議を行っていること、及び、当社不動産事業の推進

者であり、且つ大口借入先である株式会社ゲオホールディングスに対して強い人的関係を有し、借入金の安定

化に注力してまいりました代表取締役石川英樹が、平成27年５月31日開催の定時株主総会の終結の時をもって

任期満了で退任したことから、当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ていたと認識しております。

 

　　当社は主要株主であるストーク株式会社から平成28年２月29日に返済期日を迎える借入金残高1,100百万円

について、平成27年３月23日付で返済期日を平成30年２月28日に延長することに関して合意を得ているととも

に、株式会社ゲオホールディングス等からも返済期日延長の条件変更の合意を得ております。

　当社は両社以外の債権者と借入金の返済条件の見直し協議を行っていましたが、本報告書提出日現在、これ

らの借入先とも元本返済期限の更新の合意が得られたものと判断しております。

 

　当社の経営に重要な影響を与えていた前代表取締役石川英樹の退任の意向を受けて、当社は平成27年５月15

日開催の取締役会において、平成27年５月31日開催の定時株主総会に取締役を３名から５名に増員すること、

及び、不動産事業の経験者である平満夫及び大森真を社外取締役として選任するなどの新経営体制について付

議することを決議し、同株主総会において承認可決されました。株主総会後の同日付取締役会において、大口

借入先である株式会社ゲオホールディングスと人的関係を有する田上滋を代表取締役社長とすることを決議い

たしました。田上滋を代表取締役社長とする新経営体制について、株式会社ゲオホールディングスを含む各借

入先に対して説明を行い、理解を得ることで、良好な関係を築けているものと判断しております。

　加えて、退任した石川英樹は主要株主であり当社の支援先であるストーク株式会社の取締役に就任すること

が、ストーク株式会社の平成27年５月27日開催の臨時株主総会において決定しました。これにより、石川英樹

は引き続き主要株主の役員として当社を支援していくこととなります。

 

　当社は手元資金残高に比して短期及び１年内返済予定長期借入金残高は多額となっていることから、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しているものと認識しておりますが、これらの

対応策の実行により当事業年度末において存在していた継続企業の前提に関する重要な不確実性は現時点で認

められなくなったと判断し、計算書類に付していた継続企業の前提に関する注記を行わないこととしました。

 

⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産        

建物 3,786,796 6,803 － 3,793,600 771,158 183,162 3,022,442

構築物 － 2,600 － 2,600 173 173 2,426

工具、器具及び備品 8,533 － － 8,533 5,028 948 3,504

土地 6,504,461 － － 6,504,461 － － 6,504,461

有形固定資産計 10,299,791 9,403 － 10,309,195 776,360 184,284 9,532,834

無形固定資産        

商標権 3,365 － － 3,365 2,873 336 492

その他 771 － － 771 － － 771

無形固定資産計 4,137 － － 4,137 2,873 336 1,264

長期前払費用 10,520 1,016 1,973 9,563 634 143 8,929
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【社債明細表】
 

銘柄 発行年月日
当期首残高

（千円）

当期末残高

（千円）
利率（％） 担保 償還期限

第１回無担保社債
平成年月日

21.3.10

37,000

（14,000）

23,000

（14,000）
1.2 なし

平成年月日

28.3.10

第２回無担保社債  21.3.25
37,000

（14,000）

23,000

（14,000）
1.4 なし 28.3.25

合計 －
74,000

（28,000）

46,000

（28,000）
－ － －

　（注）１．( )内書きは、１年以内の償還予定額であります。

　　　　２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

28,000 18,000 － － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 965,500 614,500 2.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 159,653 2,489,653 2.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,699,169 5,218,782 1.4
平成28年～

平成33年

その他有利子負債     

割賦未払金 4,440 4,953 3.1 －

割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,313 2,735 3.1 平成28年

計 8,836,077 8,330,625 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．上記には、建設協力金60,436千円（１年以内に返済予定の長期借入金39,653千円、長期借入金20,782千円）

が含まれております。

　　　　３．長期借入金及び割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 4,114,027 1,101,000 1,000 1,000

割賦未払金 2,735 － － －

 

【引当金明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末におけ

る負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略

しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

ａ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 220

預金  

当座預金 772

普通預金 57,398

別段預金 39

小計 58,210

合計 58,431

 

ｂ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

東京美装興業株式会社 105,832

マックスバリュ北陸株式会社 2,903

その他 3,061

合計 111,797

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 

(C)
× 100

(A) ＋ (B)
 

 
(A) ＋ (D)

２

(B)

365

 

126,939 1,457,637 1,472,779 111,797 92.9 30

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ｃ　販売用不動産

品目 所在地 面積（㎡） 金額（千円） 構成比（％）

土地 神奈川県横須賀市他 5,442.52 840,576 100.0

合計 － 5,442.52 840,576 100.0

 

ｄ　仕掛販売用不動産

品目 所在地 面積（㎡） 金額（千円） 構成比（％）

その他 神奈川県横須賀市 － 126 100.0

合計 － － 126 100.0

 

 

②流動負債

ａ　工事未払金

相手先 金額（千円）

横須賀管理組合 100

合計 100

 

b　短期借入金

借入先 金額（千円）

株式会社十六銀行 315,000

株式会社りそな銀行 235,000

株式会社サーロス 40,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 24,500

合計 614,500

 

c　1年以内返済予定の長期借入金

借入先 金額（千円）

株式会社関西アーバン銀行 2,450,000

建設協力金 39,653

合計 2,489,653

 

 

 ③固定負債

a　長期借入金

借入先 金額（千円）

株式会社ゲオホールディングス 4,098,000

建設協力金 20,782

合計 4,118,782
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 　b　関係会社長期借入金

借入先 金額（千円）

ストーク株式会社 1,100,000

合計 1,100,000

 

ｃ　長期預り敷金保証金

相手先 金額（千円）

株式会社ダイナム 154,825

株式会社大創産業 89,335

日本トイザらス株式会社 75,240

エイト・レジャー物産株式会社 68,200

ホーマック株式会社 67,054

その他 352,622

合計 807,277

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 375,901 903,756 1,312,670 1,786,742

税引前四半期（当期）純純利

益金額又は四半期純損失金額

（千円）

△959 7,271 14,466 36,360

四半期（当期）純利益金額又

は四半期純損失金額（千円）
△1,150 6,496 12,823 32,530

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（円）

△0.78 4.38 8.65 21.95

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（円）

△0.78 5.16 4.27 13.30
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とし、次の当社ホームページアドレスに掲載します。

http://www.es-poir.co.jp/

ただし、やむを得ない事由により電子公告することができない場合は、

日本経済新聞に掲載してこれを行います。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、ならびに募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。

EDINET提出書類

株式会社エスポア(E04086)

有価証券報告書

58/62



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類ならびに確認書

第42期（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）　　平成26年５月29日東海財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその他添付書類

第42期（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）　　平成26年５月29日東海財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

第43期第１四半期（自平成26年３月１日　至平成26年５月31日）　平成26年７月15日東海財務局長に提出

第43期第２四半期（自平成26年６月１日　至平成26年８月31日）　平成26年10月15日東海財務局長に提出

第43期第３四半期（自平成26年９月１日　至平成26年11月30日）　平成27年１月14日東海財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成27年２月13日東海財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の

異動）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成27年５月31日

株式会社エスポア  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 安田　　豊　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 鈴木　博貴　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エスポアの平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エスポアの平成27年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は借入金に関して債権者と元本返済期限の更新の合意が得られた

とともに、経営に重要な影響を与えていた代表取締役の退任を受けて不動産事業の経験者を含めて取締役の増員を行う等

の対応策を実施したことにより、当事業年度末において存在していた継続企業の前提に関する重要な不確実性は現時点で

は認められなくなったと判断している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エスポアの平成27年

２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社エスポアが平成27年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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